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： 令和 4 年 2 月

： 令和 4 年度 令和 10 年度

 ※複数の市場を有する事業にあっては、市場ごとの状況が分かるよう記載すること。

１．事業概要

（１）

人

（２） 使　用　料　形　態　

※取扱い種別、施設ごとの状況が分かるよう記載すること。

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

市場の運営は民間企業（卸売業者）が行っているため、民間ノウハウが活用
されている。

現状では指定管理者制度は適用していないが、移転再整備後の維持管理業
務への適用を検討中である。

移転再整備に係る設計・建設・維持管理業務への適用を検討中である。

条例・規則にもとづき、卸売業者より徴収している。条例ではせり売若しくは入札又は相対取引に係
る価格に1000分の3を乗じ、更に100分の110を乗じて得た金額としており、規則では1000分の2を乗
じた金額と定めている。

条例・規則に基づき、卸売業者、内臓業者、食肉格付協会、食堂から徴収している。
条例・規則で施設ごとに1㎡の月額単価を定めているが、現在は卸売業者よりの減免申請に応じ、
卸売場と冷蔵庫施設の使用料については減額している。

職 員 数 4 市 場 種 別 区 分 中央卸売市場

- 次 回再 整備予定 年度 令和７年度

現在は実施していないが、移転再整備に伴い県内他市場との統合を検討する予定である。

前 回 の 移 転
又 は 再 整 備 年 度

施 設 使 用 料 の
概 要 ・ 考 え 方

民 間 活 用 の 状 況

売 上 高 割 使用料の
概 要 ・ 考 え 方

広 域 化 実 施 状 況

 ア　民間委託

 イ　指定管理者制度

使 用 料 改 定年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

-

～

策 定 日

事　業　形　態

計 画 期 間

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

事 業 名

団 体 名

さいたま市食肉中央卸売市場事業経営戦略

さいたま市

食肉中央卸売市場事業

非適用 事 業 開 始 年 月 日 昭和36年度



（３） 現在の経営状況

年度

H30

R1

R2

年度

H30

R1

R2

２．将来の事業環境

（１）

肉類・鳥類・卵類

肉類・鳥類・卵類

8,251

8,048

7,774

6,202

5,957

5,659

その他

その他 合計

合計

206%

40%

166%

-

-

【上記の収益、資産等の状況等を踏まえた現在の経営状況の分析】
流通形態の変化（市場を通さない取引の増加等）により、本市場を含む県内市場の取扱頭数について、大動物は若干の減少傾向にあるが、直近数年間においては
下げ止まりが見られる。小動物は県内では増加傾向にあったが、豚熱等の家畜伝染病のまん延や新型コロナウイルス感染症の影響による外食需要の減少等により
平成３０年度から令和２年度にかけては微減となっている。
なお、令和元年度及び２年度の経常収支比率が高くなっている要因は、繰越事業の財源として繰り入れた一般会計繰入金であり、実質的な経営状況としては大きな
変動は見られない。

・大動物に関する過去4年間の年間取扱頭数を見ると、平成29年度の約9,400頭/年から令和2年度の約8,700頭/年と若干の減少傾向にあるものの、平成28年度以前
と比べて近年の減少幅は小さく、ある程度の下げ止まりが見られることから、今後は令和2年度と同等程度の取扱高で推移すると考えられる。
・小動物に関する過去4年間の年間取扱頭数を見ると、平成29年度の約48,000頭/年から令和2年度の約52,000頭/年と若干の増加傾向にあるが、豚熱等の家畜伝
染病のまん延や新型コロナウイルス感染症の影響による外食需要の減少等により平成30年度から令和2年度にかけては微減となっている。今後、これらの影響が弱
まることを考慮すると令和2年度と同等程度から微増の取扱高で推移すると考えられる。
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取扱高（ｔ）の見通し

水産物

他 会 計 補 助 金 比 率
※過去 ３年度分を 記載

　H30

経 常 収 支 比 率
（又は収益的収支比率）
※過去 ３ 年度分を 記載

　H30

経 費 回 収 率
※過去 ３年度分を 記載

　H30

年間取扱高
（t）

※過去３年度
分を記載

野菜

年間税込
売上高
（百万円）
※過去３年度
分を記載

野菜

企業債残高対料金収入比
率

※過去 ３年度分を 記載

有形固定資産原価償却率
※過去 ３年度分を 記載
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（２）

（３）

（４）

３．経営の基本方針

・本市場では、市は市場の「開設者」・と畜場の「設置者」として、施設の維持管理や関連事業者の指導監督を行っている。
・移転及び再整備までの期間における市の人員計画について、業務に必要な人員は現状維持とする。

本市場は、県内に生産地・大消費地の双方を抱えていることや、北関東・東北・北海道等の大産地の首都圏への玄関口に位置するという立地的優位性がある。この
ため、県内最大の食肉処理施設であり、基幹施設であると同時に、北関東・東北・北海道等の生産物を市内をはじめとした県内及び首都圏消費者に供給する流通拠
点という二つの機能をもとに、生産者の畜産振興と消費者への食肉の安定供給を目指す。
また、現在計画を進めている移転及び再整備の完了までは、適切な管理・修繕や設備投資により、可能な限り施設維持と市場の役割を継続していくことが最も重要
である。

・市場使用料の推移は取扱頭数に比例しており、平成29年度の約12.5百万円から令和2年度の約11.5百万円と若干の減少傾向にあるものの、平成28年度以前と比
べて近年の減少幅は小さく、ある程度の下げ止まりが見られることから、今後は令和2年度と同等程度の収入額で推移すると考えられる。
・施設使用料は、消費税率の改定等による若干の変動はあるものの、市場関係事業者等の使用施設面積が一定のため、今後も一定の収入額が見込まれる。

・本市場は昭和36年12月の開設以降、本市並びに周辺地域における食肉流通の要として、地域経済の一端を担ってきた。適切な管理・修繕や設備投資により可能な
限り施設維持と市場役割の継続を行っている一方、建設から60年以上が経過し、建物及び設備の老朽化が進んでいる状況である。また、本市場には食肉加工施設
がなく仲卸業者も不在である。
・上記の課題解決のため、令和10年度の開設を目途に現在市場の移転及び再整備の計画を進めているため、それまでの期間については引き続き適切な管理・修繕
や設備投資により可能な限り施設維持と市場役割の継続を行っていく。

施設の見通し

使用料収入の見通し

組織の見通し
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４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

適切な管理・修繕や設備投資により、施設維持と市場役割の継続を行っていく。なお、現施設は今後廃止見込みの
施設であるため、最小限の投資で最大限の効果を得る必要がある。

現施設における使用料収入を維持することにより、繰入金の額を抑える。

・取扱頭数に比例する使用料収入については、ある程度の下げ止まりがみられるため、卸売会社に対し出荷者・買参人との関係性の強化を求めることにより現状と
同程度の取扱頭数・使用料収入を維持することを図る。
・使用料収入が経費支出額に対し不足する部分については、一般会計からの繰入金で補填するため、使用料収入を維持することに努める。

・令和１０年度に移転するまでは、現在の施設の維持管理のため、現状必要となっている経費は基本的に継続して支出を行うこととなる。

・基本的には現在稼働している施設が停止することのないよう施設の維持管理を行っていく必要があるが、施設機能を移転した後に当該施設は廃止見込みのため、
投資は最小限に抑える必要がある。特に、移転再整備後の施設の建設開始年度以降については、修繕費についても削減を図っていく。
・現在の施設における冷蔵庫で使用していたフロンが製造中止となったことから、施設機能維持のため冷蔵庫施設（懸肉室）の改修を行う見込みである。

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標



（３） 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

-

-

-

現状の老朽化が進んだ施設の移転及び再整備にあたり、施設機能を追加することにより経営の改
善を図る。

-

-

-

-

-

-

-

-

-

※投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　また、 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向けた取組
の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

民 間 活 用

管 理 運 営 費

職 員 給 与 費

そ の 他 の 取 組

繰 入 金

資産の有効活用等による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組

委 託 料

投 資 の 平 準 化

広 域 化

そ の 他 の 取 組

使 用 料

企 業 債



５．公営企業として実施する必要性など

６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

本市場は、県内に生産地・大消費地の双方を抱えていることや、北関東・東北・北海道等の大産地
の首都圏への玄関口に位置するという立地的優位性がある。このため、県内最大の食肉処理施設
であり、基幹施設であると同時に、北関東・東北・北海道等の生産物を市内をはじめとした県内及び
首都圏消費者に供給する流通拠点という二つの機能をもとに、生産者の畜産振興と消費者への食
肉の安定供給を果たす必要がある。また、市場価格の形成、集荷・分荷といった中央卸売市場とし
ての重要な役割を果たしていくことが求められている。

本市場は、県内最大の食肉処理施設であり、基幹施設であると同時に、北関東・東北・北海道等の
生産物を市内をはじめとした県内及び首都圏消費者に供給する流通拠点という二つの機能を有す
るため、県内外への貢献は大きい。そのため、今後移転及び再整備後においては収益により費用を
賄う公営企業の形態で事業を実施することも検討する。

・基本的には移転実施までの期間における計画の策定であるため、移転計画の変更等に伴い検証・改定が発生する可能性が
ある。
・投資計画、財源、投資以外の経費の部分においては施設の現況等を考慮すると大幅な変更を行うことが困難であるため、周
辺環境の変化等により大幅に計画の見直しを迫られた場合に限り検証・改定を行う。

事業の意義、提供する
サービス自体の必要性

公営企業として実施す
る

必 要 性

経営戦略の事後検証、
改定等に関する事項



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（市場分）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） 決 算

1 (A) 96,393 170,213 109,941 193,226 146,611 97,097 221,393 228,769 391,483 553,801

（１） (B) 34,977 33,335 43,815 43,815 38,575 38,575 38,575 38,575 38,575 38,575

ア 15,054 14,611 19,179 19,179 16,895 16,895 16,895 16,895 16,895 16,895

イ (C)

ウ 19,923 18,724 24,636 24,636 21,680 21,680 21,680 21,680 21,680 21,680

（２） 61,416 136,878 66,126 149,411 108,036 58,522 182,818 190,194 352,908 515,226

ア 61,416 136,878 66,126 149,411 108,036 58,522 182,818 190,194 352,908 515,226

イ

２ (D) 93,423 82,807 200,317 193,226 146,611 97,097 221,393 228,769 391,483 553,801

（１） 93,423 82,807 200,317 192,799 145,286 95,819 95,819 95,819 94,830 93,842

ア 38,311 27,867 27,608 40,608 40,738 40,738 40,738 40,738 40,738 40,738

イ 55,112 54,940 172,709 152,191 104,548 55,081 55,081 55,081 54,092 53,104

（２） 427 1,325 1,278 125,574 132,950 296,653 459,959

ア 427 1,325 1,278 125,574 132,950 296,653 459,959

イ

３ (E) 2,970 87,406 △ 90,376

1 (F) 142,560 299,200 15,833 4,493,518 624,951 9,378,630 9,392,772 617,436

（１） 142,500 299,200 4,444,400 268,700 6,085,700 6,085,700

（２） 60 15,833 49,118 221,881 283,052 297,194 617,436

（３）

（４）

（５） 134,370 3,009,878 3,009,878

（６）

（７）

２ (G) 142,560 299,200 15,833 4,493,518 624,951 9,378,630 9,392,772 617,436

（１） 142,560 299,200 4,444,440 575,873 9,095,636 9,095,636

（２） (H) 15,833 49,078 49,078 282,994 297,136 617,436

（３）

（４）

（５）

３ (I)

収

益

的

収

支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度 令和4年度令和5年度令和6年度令和7年度令和8年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

令和9年度令和10年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資

本

的

収

支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

うち資本費平準化債償還金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（市場分）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） 決 算
本年度 令和4年度令和5年度令和6年度令和7年度令和8年度令和9年度令和10年度

(J) 2,970 87,406 △ 90,376

(K)

(L) 2,970 90,376

(M)

(N) 2,970 90,376

(O) 2,970 90,376

(P)

(Q)
(Q)
(B)-(C)
(A)
(D)+(H)

(S) 34,977 33,335 43,815 43,815 38,575 38,575 38,575 38,575 38,575 38,575

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） 決 算

61,416 136,878 66,126 149,411 108,036 58,522 182,818 190,194 352,908 515,226

28,027 24,842 60,095 58,053 44,248 29,385 91,533 95,221 176,776 258,132

33,389 112,036 6,031 91,358 63,788 29,137 91,285 94,973 176,132 257,094

60 15,833 52,818 221,901 128,379 259,262 617,436

7,917 24,539 24,539 64,151 129,602 308,718

60 7,916 28,279 197,362 64,228 129,660 308,718
61,416 136,878 66,186 149,411 123,869 111,340 404,719 318,573 612,170 1,132,662

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前年度繰上充用金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益 的収 支比 率 （ ×100 ） 103 206

赤 字 比 率 （ ×100 ）

57 47

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

55 100 90 66 82 45

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度 令和4年度令和5年度令和6年度令和7年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

令和8年度令和9年度令和10年度


